
（平成２４年１２月５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件



千葉国民年金 事案 4413 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年 10 月から 60 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年 10 月から 60 年３月まで 

    私は、母に国民年金の加入手続を行ってもらい、加入した頃は国民年

金保険料も母に納付してもらっていたのに、申立期間の保険料が未納と

されていることは納得できない。調査の上、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により

昭和 61 年３月 25 日に社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出された手

帳記号番号の一つであることが確認でき、申立人に係るＡ市の国民年金被

保険者名簿には、受付日欄に「61 年６月５日」と記録されていることか

ら、申立人の国民年金の加入手続は同時期に行われたものと推認でき、こ

の時点を基準にすると、申立期間の国民年金保険料は過年度納付すること

が可能である。 

   また、申立人の保険料を納付したとする申立人の母は、「送付された保

険料の納付書については、全て納付した。」と述べているところ、オンラ

イン記録において、申立期間直後の昭和 60 年度の保険料が納付済みであ

ることが確認でき、申立人の加入手続の時期から推認すると、当該保険料

は過年度納付したものと考えられる上、申立期間は６か月と短期間である

ことを踏まえると、申立期間の保険料は申立期間直後の期間と同様に申立

人の母が過年度納付したと考えても特段不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

千葉国民年金 事案 4414 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49 年４月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年４月から同年７月まで 

    私は、Ａ県のＢ事業所に勤務し、結婚のため昭和 49 年８月に退職し

たときに、Ｃ共済組合の退職一時金の支給を受けた。上京後、区役所で

国民年金の加入手続を行ったときは何の説明も無かったが、加入手続後

に 20 歳から強制加入との通知と一緒にこれまで未納であった国民年金

保険料の納付書が届いたので、申立期間の保険料を納付した。それから

40 年近く経過し、もうすぐ年金が受けられると思っていたところ、年

金事務所から国民年金被保険者期間がＣ共済組合員期間と重複している

ため国民年金保険料は還付すると言われたが、私は申立期間の保険料を

納付しているので、還付するのではなく、申立期間を保険料納付済期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、オンライン記録によると、平成 24 年７月 26 日に

申立人のＣ共済組合員の加入記録に基づき国民年金の被保険者資格記録を

訂正するまでは、国民年金の強制被保険者として記録され、国民年金保険

料は納付済みとされていたが、この記録訂正によって、申立期間は、本来

国民年金に加入することができないＣ共済組合員期間との重複期間である

として、申立期間の保険料は同年７月 30 日に還付決定されている。 

   しかしながら、申立人が申立期間の保険料を納付した後、当該保険料は

長期間国庫歳入金として扱われていたことは明らかである上、申立期間の

Ｃ共済組合員期間については退職一時金が支給済みであるため、年金額の

計算の基礎にならず年金給付がなされない期間とされていることを踏まえ



                      

  

ると、申立人の受給期待権は尊重されるに値し、制度上、国民年金の被保

険者となり得ないことを理由として、申立期間の被保険者資格及び保険料

の納付を認めないことは、信義衡平の原則に反するものと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4882 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 30 年３月１日から 31 年９月 18 日まで 

             ② 昭和 34 年 11 月４日から 37 年８月 21 日まで 

    私は、Ａ社及びＢ社に勤務した期間について、年金記録では脱退手当

金を受給したことになっているが、当時は若く、脱退手当金という制

度があることも知らず、また経済的にも困っていなかったので、受給

した記憶は無い。調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保険者

期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間①及び②に挟ま

れたＣ社の被保険者期間（５か月）についてはその計算の基礎とされてお

らず、未請求となっているが、申立人はＣ社における業務内容及び厚生年

金保険に加入していたことなどを記憶しており、具体的に申述しているこ

とを踏まえると、申立人がこれを失念するとは考え難い。 

   また、脱退手当金が未請求となっている被保険者期間と申立期間①及び

②は同一の厚生年金保険被保険者記号番号で管理されているにもかかわら

ず、支給されていない期間として存在することは、事務処理上不自然であ

る。 

   さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、当該脱退手当金が支

給済みとされている申立期間①を含む２回の被保険者期間の記録が記載さ

れているが、脱退手当金の算定に必要となる標準報酬月額等を、社会保険

庁（当時）から当該脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答

した旨の記録が無く、当該脱退手当金の支給手続が適正になされたとは考

え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間①及び②に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4883 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

申立期間のＡ社における標準賞与額に係る記録を 33 万 6,000 円とするこ

とが必要である。 

   なお、事業主が申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 22 日 

    私は、Ａ社に勤務した期間のうち、平成 17 年 12 月 22 日に支給され

た賞与が年金記録に反映されていない。厚生年金保険料を控除されてい

るはずなので、調査の上、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された普通預金通帳及び給与支払報告書により、申立人

は、申立期間において、Ａ社から賞与が支給されていたことが認められる。 

   また、当該給与支払報告書に記載された社会保険料等の金額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額に基づく平成 17 年の各月の給与から控除される

社会保険料額の合計額より多いことが確認できる。 

   したがって、申立期間の標準賞与額については、当該給与支払報告書に

おいて確認できる社会保険料控除額を基に算出した厚生年金保険料控除額

から推認できる賞与額から、33 万 6,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立期間に係る賞

与支払届を提出していない可能性があるものの、当時の資料が無いため届

出を行ったか否かについては不明としており、これを確認できる関係資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に

対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

千葉厚生年金 事案 4884 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成３年８月 31 日から４年１月 27 日までの期間につ

いて、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年

１月 27 日であると認められることから、当該期間の厚生年金保険被保険

者の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、当該期間の標準報酬月額については、20 万円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年８月 31 日から４年６月 15 日まで 

    私は、Ａ社に平成４年６月 15 日まで勤務したのに、厚生年金保険被

保険者記録が、３年８月 31 日までとなっている。当該事業所が発行し

た「職歴証明書」では、４年６月 15 日まで勤務したことになっている

ので、調査の上、正しい被保険者記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人に係る雇用保険の加入記録及び元同僚の供述から判断すると、

申立人は申立期間において、Ａ社に勤務していたことが確認できる。 

    一方、オンライン記録では、当該事業所における厚生年金保険の被保

険者資格を有している申立人を含む 20 人について、当該事業所が厚生

年金保険の適用事業所ではなくなった平成３年８月 31 日以降の４年１

月 24 日付けで３年 10 月の厚生年金保険の標準報酬月額の定時決定が

遡って取り消されている上、申立人を含む５人は４年１月 27 日付けで、

また、別の 19 人は同年１月 24 日付けで、それぞれ当該被保険者資格

を３年８月 31 日に喪失した旨の処理が遡って行われていることが確認

できる。 

    しかし、当該事業所に係る履歴事項全部証明書等により、当該事業所

は、申立期間も法人事業所であったことが確認できることから、厚生

年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたものと認められ、



                      

  

社会保険事務所（当時）において、適用事業所ではなくなったとする

処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

    これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、厚生年金保

険の適用事業所ではなくなった後に、遡って申立人の被保険者資格を

喪失させる処理を行う合理的な理由は無く、当該処理は有効なものと

は認められないことから、申立人の当該事業所における資格喪失日は

当該処理日である平成４年１月 27 日に訂正することが必要である。 

    また、申立期間のうち、平成３年８月から同年 12 月までの標準報酬

月額については、申立人に係る上記処理前の社会保険事務所の記録か

ら、20 万円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間のうち、平成４年１月 27 日から同年６月 15 日までの期間に

ついては、上記のとおり、Ａ社に勤務していたことは認められる。 

    しかし、当該期間について、申立人は当該事業所に係る給与支給明細

書等を保管しておらず、また、複数の元同僚が保管していた当該事業

所に係る源泉徴収簿及び給与支給明細書によれば、当該期間において

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていないことが確認

できる上、申立人の資格喪失届に健康保険被保険者証が添付され、平

成４年１月 27 日に回収されたことがオンライン記録で確認できること

を踏まえると、申立人についても当該期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたとは考え難い。 

    また、当該事業所は厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

事業主も既に死亡していることから、当該期間における当該事業所の

社会保険の取扱い等について確認することができない。 

    このほか、申立人の当該期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

千葉厚生年金 事案 4885 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（当時）における資

格喪失日に係る記録を昭和 58 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 28 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年３月 31 日から同年４月１日まで 

    私の厚生年金保険被保険者記録は、Ａ社で昭和 58 年３月 31 日に資格

喪失、Ｂ社（当時）で同年４月１日に資格取得となっており、同年３月

の被保険者記録が欠落していることに納得できないので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の加入記録、Ｃ健康保険組合から提出された「適

用台帳」の加入記録及び複数の元同僚の供述から判断すると、申立人はＡ

社に継続して勤務し（昭和 58 年４月１日に同社からＢ社に異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

58 年２月の社会保険事務所（当時）の記録から、28 万円とすることが妥

当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主から提出された

「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」において申立人の

資格喪失日が昭和 58 年３月 31 日となっていることから、事業主が同日を

資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る同年３

月の保険料について納入の告知を行っておらず、（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4886 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格

喪失日に係る記録を昭和 43 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を６万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年５月 31 日から同年６月１日まで 

    私の夫は、転勤はあったが途切れることなく、ずっとＡ社に勤務して

いたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となって

いないので調査してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る雇用保険の加入記録及び事業主の回答から判断すると、申

立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 43 年６月１日に同社Ｂ工場から同

社Ｃ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場におけ

る昭和 43 年４月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、６万

円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を

昭和 43 年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）

がこれを同年５月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事



                     

務所は、申立人に係る同年５月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 

  



  

千葉国民年金 事案 4415 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年４月から 52 年３月までの期間、同年４月から 53 年

３月までの期間及び同年４月から 58 年３月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 50 年４月から 52 年３月まで 

             ② 昭和 52 年４月から 53 年３月まで 

             ③ 昭和 53 年４月から 58 年３月まで 

    私は、短大を卒業してすぐの昭和 50 年４月に、父から年金手帳と国

民年金保険料納付書を渡され、その際、今後は国民年金保険料を納付す

るように言われ、それ以降、結婚するまでは私自身が、結婚後は私又は

夫が金融機関で定期的に保険料を納付し続けてきた。また、52 年４月

から 53 年３月までは申請免除の記録となっているが、その当時はＡ

（職種）をしていたことから、絶対に免除申請はしておらず、申立期間

の保険料は全て納付しているはずであり納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 50 年４月に父から年金手帳と国民年金保険料納付書

を渡され、それ以降、定期的に国民年金保険料を納付し続けてきた。」と

主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の手帳記号番

号の前後の任意加入者の資格取得日から、昭和 50 年 10 月頃に払い出され

たことが推認でき、申立人の主張と相違する。 

   また、申立人は、「申立期間②について、絶対に免除申請はしておらず、

申立期間①、②及び③の全期間を通じて金融機関で定期的に保険料を納付

し続けてきた。」と主張しているが、申立期間①、②及び③は継続した

96 か月と長期間であり、これだけの長期にわたり行政側が保険料納付に

係る記録管理を誤るとは考え難い。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号



  

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期

間①、②及び③の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間①、②及び③の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間①、②及び③の国民年金保険料を納付して

いたものと認めることはできない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 4416 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年 10 月から 15 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年 10 月から 15 年３月まで 

    私は、平成 14 年 10 月に最初の会社を退職し、次の会社に同年 12 月

からアルバイト（試用期間）として就職した後、15 年４月から同社の

正社員として採用された。早期に再就職又は正社員になるためには、国

民年金保険料の未納等は不利になると思ったので納付していたはずであ

るが、申立期間の保険料が未納となっているので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間の国民年金被保険者の資格

取得及び資格喪失の記録については、平成 24 年９月 12 日に、14 年 10 月

９日資格取得及び 15 年４月１日資格喪失の記録が、適用漏れを理由に変

更処理されていることから、申立期間当時は国民年金に未加入の期間とし

て取り扱われており、制度上、国民年金保険料を納付することができない

期間である。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期間であ

り、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、領収済

通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が図られてい

る上、14 年４月以降は保険料収納事務が国に一元化されたことに伴い、

委託業者による磁気テープに基づく納付書の作成、収納機関からの納付通

知の電子的実施等、年金記録事務における事務処理の機械化が一層促進さ

れていることを踏まえると、記録漏れや記録誤り等が生じる可能性は低い

と考えられる。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 4417 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年９月から 14 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年９月から 14 年３月まで 

    私の国民年金については、おそらく母が加入手続を行い、具体的な期

間は失念したが、母と自分で、現在未納とされている期間の国民年金保

険料の大部分を納付したはずであるので確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付について、記憶が不明瞭で

ある上、国民年金の加入手続及び申立期間の一部の期間の保険料を納付し

たとする申立人の母からは、申立期間当時の状況を聴取することができず、

申立期間の保険料納付状況は不明である。 

   また、申立期間は、平成９年１月の基礎年金番号制度導入後の期間であ

り、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書の作成、領収済

通知書の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が進んでおり、

記録漏れや記録誤り等が生じる可能性は少ないものと考えられる。 

   さらに、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

千葉国民年金 事案 4418 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年１月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年１月から 54 年３月まで 

    私は、21 歳以降、Ａ地方で働いており、祖母が亡くなり実家に帰っ

た 24 歳か 25 歳のときに、母から「お前の国民年金保険料は納付して

いる。」と聞かされた。申立期間の保険料が未納とされていることは

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、24 歳か 25 歳のときに、申立人の母から申立期間の国民年金

保険料は納付していると聞かされたと申述しているが、オンライン記録に

よると、申立人の国民年金手帳記号番号の５番後の任意加入者の資格取得

日が昭和 54 年７月１日であることが確認でき、申立人の国民年金の加入

手続は同年７月頃に行われたと推認できることから、加入手続が行われる

まで、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、申立期間当時に保険料

を納付することはできなかったものと考えられる。 

   また、申立人がＢ市からＣ市（現在は、Ｄ市）へ転出する際、Ｂ市役所

Ｅ部Ｆ課Ｇ係が昭和 61 年４月 16 日に発行した申立人に係る国民年金被保

険者記録連絡票には、申立期間は保険料が未納となっていることが確認で

きる。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人の保険料を納付したとする申立人の母は、「申立人の国

民年金保険料を納付したことはあるが、その時期及び期間までは分からな

い。」と申述しており、申立期間に係る保険料の具体的な納付状況は不明



                      

  

である上、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

千葉厚生年金 事案 4887（事案 2505、3684 及び 4499 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 33 年９月１日から 34 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 35 年８月 25 日から 37 年２月１日まで 

    私は、年金記録確認Ａ地方第三者委員会から、申立期間の脱退手当金

を勤務していた会社の代理請求で受け取ったという理由で、過去３回年

金記録の訂正は必要でないとする通知を受け取った。会社に代理請求を

依頼したり、自分で脱退手当金の請求手続を行ったわけではなく、脱退

手当金を受けていないのに不正に記録が改ざんされたものであり、納得

できないので再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、Ｂ社及びＣ社で加入

していた厚生年金保険に対し、脱退手当金が支給されているとの国の記録

を不服とし、Ｄ県社会保険審査官へ審査請求及び社会保険審査会へ再審査

請求を行っているが、その２度の審査請求において、Ｅ事業所及びＦ社で

加入していた厚生年金保険については、脱退手当金の受給を認めているこ

と、ⅱ）申立人は、電話での聴取に対し、｢Ｆ社の事務員が勝手に脱退手

当金を請求してしまった。Ｆ社での加入期間だけだと 24 か月にならない

が、その前のＥ事業所の期間を合わせると、24 か月を超えるので請求で

きると言っていた。それで、その事務員が請求した一時金を受け取ったと

審査会では説明した。｣と供述しており、申立期間に係る脱退手当金の受

給は認めていることなどから、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年

10 月６日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   また、申立人は、当初の審議結果に納得できないとして、２回目及び３

回目の再申立てを行い、脱退手当金を受給したというのは思い違いであっ

  



                      

たこと、電話での聴取についてそのような発言をしていないことを主張し

ているが、これらの主張は当初の決定を変更すべき事情とは認められない

ことなどから、これらの再申立てについても、既に当委員会の決定に基づ

き、平成 23 年７月６日付け及び 24 年３月 14 日付けで年金記録の訂正は

必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、過去３回の審議結果に納得できないとして再申立てを

行っているが、申立期間の脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る新たな資料や情報は提出されておらず、口頭意見陳述においても、申立

期間の脱退手当金を受給していないことをうかがわせる周辺事情は認めら

れず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと

認めることはできない。 

  



                      

  

千葉厚生年金 事案 4888 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者であったと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年９月 

             ② 昭和 43 年９月 

             ③ 平成 14 年 11 月 

    私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）、Ｃ社及びＤ社を、それぞれ昭和 42 年

９月５日、43 年９月 19 日及び平成 14 年 11 月 20 日に離職しているが、

離職月の給与から厚生年金保険料が控除されているので、それぞれ離職

月の１か月を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①、②及び③について、Ａ社、Ｃ社及びＤ社での離

職日は、いずれも月の途中であったと供述している上、雇用保険の加入記

録によると、これらの事業所での申立人の離職日は、それぞれ昭和 42 年

９月５日、43 年９月 20 日及び平成 14 年 11 月 20 日と記録されており、

いずれも月末まで勤務した事実はうかがえない。 

   ところで、厚生年金保険法では、第 14 条第２号において「被保険者は

事業所に使用されなくなった日の翌日に被保険者資格を喪失する。」と規

定され、また同法第 19 条において「被保険者期間を計算する場合には、

月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した

月の前月までをこれに算入する。」と規定されている。 

   したがって、申立期間①、②及び③は、いずれも厚生年金保険の被保険

者となり得ない期間であったことが認められることから、申立人は、申立

期間①、②及び③において、厚生年金保険の被保険者であったものと認め

ることはできない。 



                      

千葉厚生年金 事案 4889（事案 25 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50 年 11 月１日から 52 年５月１日まで 

    当初の申立てについて、厚生年金保険の被保険者として認められない

と判断されたが、昭和 48 年７月から 50 年 10 月までは社員として、同

年 11 月から 54 年３月末日まではパート社員としてＡ社（現在は、Ｂ社

Ｃ店）に継続して勤務していたのは間違いない。今回、元上司、元同僚

及び元人事担当係長の氏名を記憶しているので、再度調査の上、申立期

間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に係る社会保険庁（当

時）の記録は、昭和 50 年 11 月１日に被保険者資格喪失、52 年５月１日

に被保険者資格取得と記録されており、雇用保険の加入記録にも、50 年

11 月１日から 52 年４月 30 日までの期間について被保険者とされていな

いこと、ⅱ）事業主が保管する雇用保険被保険者資格喪失確認通知書及び

健康保険厚生年金保険被保険者資格確認通知書により、50 年 10 月 31 日

に一身上の都合により退職し、52 年５月１日に厚生年金保険の被保険者

資格を取得した旨の記載があり、申立期間において申立人が厚生年金保険

の被保険者でないことが確認できること等により、既に当委員会の決定に

基づき、平成 20 年４月 11 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通

知が行われている。 

   今回、申立人は、Ａ社に継続して勤務していたのは間違いないとして、

新たに複数の元上司及び元同僚の氏名を挙げた上で申立てを行っていると

ころ、当該複数の元上司及び元同僚の証言により、申立人が、申立期間当

時、当該事業所にパート社員として継続して勤務していたことは推認でき

  



                      

  

る。 

   しかし、申立人の当該事業所における厚生年金保険被保険者資格の再取

得日（昭和 52 年５月１日）と同日又はその前月（同年４月１日）に被保

険者資格を取得している複数の元同僚は、「厚生年金保険被保険者の資格

取得日以前からパート社員として勤務していたが、52 年４月又は同年５

月からパート社員のまま厚生年金保険に加入するようになった。それまで

パート社員は、厚生年金保険には加入していないと思う。」と供述してい

る上、当該元同僚のうち、７人の雇用保険の加入記録を調べたところ、加

入記録が確認できた６人の当該事業所における雇用保険の資格取得日は、

厚生年金保険の資格取得日と一致していることが確認できることから、当

該事業所では、パート社員については、52 年４月又は同年５月から厚生

年金保険及び雇用保険に加入させていたことがうかがえる。 

   また、申立人の当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の

記録は、オンライン記録と一致しており、訂正した形跡等の不自然な点は

見当たらない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

ほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




